
公益財団法人東京都農林水産振興財団   契約情報

【公表】

整理番号 8

契約番号 5農振財契第122号

件名 令和5年度「とうきょうの恵み TOKYO GROWN」SNSに係る分析・コンサルティング業務委託

履行場所 公益財団法人東京都農林水産振興財団が指定する場所

概要 別紙「仕様書」のとおり

履行期間 契約確定の日の翌日から令和6年3月31日まで

契約方式 希望制プロポーザル方式

希望申出要件 別紙「実施要領」に記載のとおり

希望申出期間
令和5年5月17日（水）から令和5年5月24日(水)まで （郵送可、但し期間内必着）
午前10時から午後5時まで（正午～午後１時は除く）　※ただし、最終日は午後4時まで

希望申出場所
〒190-0013　東京都立川市富士見町3－8－1
公益財団法人東京都農林水産振興財団　管理課　契約担当

以下の書類を郵送又は持参してください。

(1） 企画提案参加希望票　〔様式1〕　（必要事項を記入）

(2) 会社概要・実績一覧表　〔様式2〕　（必要事項を記入）

(3) 資格要件に対応する以下のいずれかの書類
①東京都物品買入等入札参加資格があり、営業種目121「情報処理業務」取扱品目03「システムコンサ
ルティング・監査」の「Ａ」「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされている場合は、東京都の「令和5・6年度物品買
入れ等競争入札参加資格審査受付票」の写し及び「令和5・6年度競争入札参加資格審査結果通知書
（物品等）」の写し
②官公庁や他団体等のSNSに関するデータ分析、コンサルティング業務もしくは企画立案支援業務の履
行実績を有する場合は、実績確認ができる書類（当該契約書など契約期間、契約金額、契約相手先が
分かるページの写し）

指名通知 令和5年5月30日（火）　※指名する方のみに通知します。

質問受付期間 令和5年5月30日（火）から令和5年5月31日（水）午後5時まで

企画提案書提出期限 令和5年6月9日（金）午後5時まで　【必着・厳守】

プレゼンテーション審査
日時　令和5年6月16日（金）　　　※時間は別途連絡
場所　公益財団法人東京都農林水産振興財団立川庁舎（東京都立川市富士見町3-8-1）

選定結果通知 令和5年6月20日（火）

備考

(1)　指名停止等業者については、東京都に準じて取り扱うものとします。
(2)  指名業者の選定については、当財団指名業者選定基準によるものとします。
(3)  希望票の提出があっても、必ずしも指名されるとは限りません。
(4)  申込書類に不備がある場合、失格になることがあります。
(5)  関係する会社に該当する場合（親会社と子会社の関係にある場合、親会社を同じくする子会社同士
の関係にある場合、役員の兼任等がある場合）には、同一案件に参加することができません。
(6)  審査結果（受託者の名称、契約金額等）は当財団ＨＰで後日公表します。予めご了承ください。

契約に関する問い合わ
せ先

公益財団法人東京都農林水産振興財団　管理課　契約担当
電話　042-528-0721

仕様内容及び実施要領
に関する問い合わせ先

公益財団法人東京都農林水産振興財団　地産地消推進課　地産地消食育係
電話　042-528-0510　　　Email　tisanweb@tdfaff.com

希望申出時の提出書類



仕様書 

 

１ 件名 

  令和５年度「とうきょうの恵み TOKYO GROWN」SNS に係る分析・コンサルティン

グ業務委託 

 

２ 履行期間 

   契約確定の日の翌日から令和６年３月３１日まで 

    

３ 履行場所 

  公益財団法人東京都農林水産振興財団（以下、「財団」という。）が指定する場所 

 

４ 対象アカウント 

  「とうきょうの恵み TOKYO GROWN」SNS のうち、以下の２アカウントを対象とす

る。 

①「とうきょうの恵み TOKYO GROWN」 Instagram 公式アカウント 

    https://www.instagram.com/tokyogrown_official/ 

    

   ②「東京グロウン」 Facebook アカウント 

https://www.facebook.com/TOKYOGROWN/ 

   

５ 目的 

   財団は、都民及び国内外からの旅行者等に対して、東京の農林水産業及び農林水産物

の魅力を幅広く PR し、理解の促進と東京の農林水産振興につなげるとともに、東京の

農林水産業及び農林水産物の価値向上に貢献することを目的とし、「とうきょうの恵み 

TOKYO GROWN」ウェブサイト（http://tokyogrown.jp 以下、「ウェブサイト」とい

う。）及び「とうきょうの恵み TOKYO GROWN」SNS（以下、「SNS」という。）を制

作・運営している。 

   本委託業務は、上記目的を達成するため、対象アカウントの分析、KPI 設定に関する

助言、改善アドバイス、打合せ等のコンサルティング業務全般を行う。 

    

６ ウェブサイトのコンセプト 

東京都では、区部、多摩地域から伊豆・小笠原諸島まで広範な地域で農林水産物が生

産され、新鮮で安全・安心な食材等を提供しているが、都民や都内を訪れる旅行者には

十分に知られていない。本サイトでは東京産農林水産物やその生産者の状況、販売店、

飲食店等の情報発信を効果的に行い、都民及び国内外からの旅行者等に対して、東京の

https://www.instagram.com/tokyogrown_official/
https://www.facebook.com/TOKYOGROWN/
http://tokyogrown.jp/


農林水産物の多彩な魅力を広く発信し、都内産農林水産物の消費拡大を促進し、東京の

農林水産業の振興に貢献する。 

併せて、都内産農林水産物に興味を持った人が、農林水産業への就業を目指すきっ 

かけとなるようなウェブサイトとし、将来の農林水産業の担い手確保へ繋げていく。 

 

７ 制作事業者との連携について 

   受託者は、財団が本業務委託とは別に契約するウェブサイト及び SNS の制作事業者

（以下、「制作事業者」という。）と協力・連携し、本業務に取組むこと。なお、具体的

な連携の内容については、財団と協議して進めるものとする。 

 

８ 業務内容 

（１） SNS の初期分析と内容説明 

SNSのアクセスデータに基づき、上記「５目的」の達成に向け考慮すべきポイントを 

複数分析し、契約締結後１か月以内にレポートにまとめ、財団へ提出すること。レポ 

ートには、より効果的な機能活用やフォロワー拡大のための施策、取り扱う情報の提 

案、投稿内容の具体的改善案等の改善提案をあわせて記載すること。（例：SNS ごと 

の投稿回数、記事の見せ方の手法、記事の企画案、表現方法等）また、レポート提出 

時には、その内容についてわかりやすく説明すること。 

 

（２） SNS の KPI設定に関する提案 

上記「５目的」の内容を達成するために適切な KPI を複数考案し、上記「８（１）

SNSの初期分析と内容説明」で作成するレポートと共に、財団へ提案すること。 

 

（３） SNS の月次実績報告 

各アカウントにつき、フォロワー数、投稿ごとのインプレッション数、リーチ数、プ 

ロフィールビュー数、ウェブサイトクリック数、いいね数、シェア数、エンゲージメ 

ント率等をまとめ、毎月末締めで翌月 10 日までに財団へ報告すること。報告書は、 

冒頭にサマリーを添付し、図やグラフを用いるなど、視覚的に分かりやすい形で簡潔 

かつ具体的に作成すること。また、年度末には一年間の総括を報告すること。 

 

（４）SNS の改善提案 

各アカウントの記事の閲覧状況や拡散状況、クリック数などの反応のデータを分析 

し、より効果的な機能活用やフォロワー拡大のための施策、取り扱う情報の提案、 

投稿内容の具体的改善案等を記載した改善提案書を提出すること。（例：SNS ごとの 

投稿回数、記事の見せ方の手法、記事の企画案、表現方法等） 

提出期限は、下表の通りとする。  



 

データ取得期間 報告書提出期限 

契約締結後～９月 令和５年１０月１５日 

令和５年１０～１２月 令和６年１月１５日 

令和６年１～２月 令和６年３月１５日 

 

（５）定例会議への出席 

   ウェブサイト及び SNSの企画、制作、編集、ＰＲ施策、進捗などに関する実務的な打 

合せを行う定例会議を月１回実施しているので、財団の求めに応じて出席すること。

出席頻度は財団と協議の上で決定する。出席者は、原則として財団、東京都、受託者、

制作事業者とする。会議では、上記（３）（４）で作成する月次実績及び改善提案の内

容につき説明すること。 

 

９ 分析ツールについて 

 SNS分析に当たっては、インサイトや meta business suite、その他適切な外部ツー 

ルを活用するものとする。契約締結後速やかに、どのツールを採用するのか、その特徴 

やメリット・デメリット等をあわせて財団へ説明し、了解を得ること。 

 

10 納入物件の作成について 

下記提出物を作成し、電子データで納入すること。 

（１）業務実施計画書  

※本業務着手時に提出のこと 

   ※担当者、年間スケジュール、採用する分析ツール、再委託の有無等について記載 

（２）SNSの初期分析レポート ※契約締結後１か月以内 

（３）SNSの KPI設定に関する提案書 ※契約締結後１か月以内 

（４）月次実施報告書 ※前月分を翌月 10日までに 

（５）SNS改善提案書 ※上記８（４）で示した期限までに 

（６）その他業務上で作成した資料 

 

11 支払方法 

   受託者は、本業務に係る業務に基づき支払い請求書を提出し、財団は適正な支払請求

を受理した日から 30日以内に費用を受託者に支払うものとする。 

 

12 その他の事項 

  本業務の実施に当たっては、以下の事項を遵守すること。 

（１）疑義事項及び記載外事項について 



本仕様書の内容等について疑義が生じた場合は、その都度、財団と協議のうえ、その

指示に従い業務を進めること。財団は業務期間中その業務状況の報告を求めることが

できるものとする。また、本仕様書に記載のない事項は、その都度双方で協議し決定す

ることとする。 

（２）再委託の取扱い 

原則として、本業務の全部または一部を一括して第三者に再委託してはならない。但し、

事前に書面にて報告し財団の承諾を得たときはこの限りではない。また、この仕様書に

定める事項については、受託者と同様に再委託先においても遵守するものとし、受託者

は再委託先がこれを遵守することに関する一切の責任を負う。 

（３）著作権の帰属 

   この契約により作成される成果物の著作権は以下に定めるところとする。 

①成果物の著作権（著作権法第 27条（翻訳権、翻案権等）及び第 28条（二次的著作物 

の利用に関する原著作者の権利）に規定する権利を含む。）は発注者である財団に無償

で譲渡するものとする。 

②受託者は、本業務の実施のために作成した著作物について委託期間終了後、著作者人

格権の行使はしないものとする。 

（４）第三者の権利侵害 

  受託者は、作成する成果物について、第三者の商標権、肖像権、著作権、その他の諸権

利を侵害するものではないことを保証することとし、成果物について第三者の権利を

侵害していた場合に生じる問題の一切の責任は、受託者が負うものとする。 

（５）秘密の遵守 

受託者は、本業務により知り得た情報等を本業務においてのみ使用することとし、これ

らを他の目的に使用し、又は他のものに漏洩してはならない。本業務の契約が終了し、

又は解除された後においても同様とする。 

（６）本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、次の事項を遵守する

こと。 

①都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12年東京都条例第 215 号）第

37条のディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

②自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等

に関する特別措置法（平成４年法律第 70号）の対策地域内で登録可能な自動車である

こと。 

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提

示又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。 

（７）本業務の履行にあたっては、仕様書別紙１「東京都グリーン購入推進方針」に準拠す 

ること。 

（８）個人情報の取扱い 



   受託者は、本受託業務に関して、個人情報の取り扱いについては、関係法令及び仕様

書別紙２「個人情報に関する特記事項」を遵守すること。 

（９）受託者は、本業務の履行にあたっては、仕様書別紙３「電子情報処理委託に係る標準

特記仕様書」を遵守すること。 

（10）情報の取扱い 

本契約の履行に関する情報について、財団から供与されたものは、契約終了後、速やか

に返却すること。 

（11）本契約においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に努めること。契約後

に新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴い、仕様書の内容に変更が生じる可

能性が発生した場合、受託者からの申し出を踏まえ、受発注者間において、契約金額の

変更、履行期限（納入期限）の延長のための協議を行う。この場合、受注者の責めに帰

すことができないものとして、契約書に基づき契約内容の変更を行うものとし、契約金

額の変更については受発注者間での協議を踏まえ適切に対応する。 

 

13 担当 

  公益財団法人 東京都農林水産振興財団 

地産地消推進課 地産地消食育係  

〒190-0013 東京都立川市富士見町３－８－１ 

電話番号  042-528-0510 

E-mail tisanweb@tdfaff.com 

 



【別紙１】 
 
東京都グリーン購入推進方針 
 
物品等の調達に当たっては、その必要性をよく考えた上で、価格・機能・品質だけでなく、

環境への負荷ができるだけ少ないものを選択して購入することとする。 
その際、可能な限り、原材料の採取から製品やサービスの生産、流通、使用、廃棄に至る

までのライフサイクルにおいて環境への負荷が少ないものを選択することが必要である。 
特に、脱炭素化や HTT の推進、サーキュラーエコノミーの推進に寄与する製品やサー

ビスを積極的に選択することで、物品等の調達を通じ、全庁をあげて環境課題に対応してい
くことが重要である。 
そこで、調達する各製品やサービスごとに、適正な価格・機能・品質を確保しつつ、以下

の観点で他の製品等と比較して、相対的に環境負荷の少ないものを選択することとする。 
 
＜原材料の採取段階での環境配慮＞  
① 原材料の採取において資源の持続可能な利用に配慮されているもの 
② 原材料が違法に採取されたものではないもの 
③ 原材料の採取が保護価値の高い生態系に影響を与えていないなど、生物多様性の損失

を引き起こしていないもの 
④ 原材料の採取において環境汚染及び多量の温室効果ガスの排出を伴わないもの 

 
＜製造段階での環境配慮＞  
⑤ 再生材料（再生紙、再生樹脂等）を使用したもの 
⑥ 余材、廃材（間伐材、小径材等）を使用したもの 
⑦ 再生しやすい材料を使用したもの 

 
＜使用段階での環境配慮＞  
⑧ 使用時の資源やエネルギーの消費が少ないもの 
⑨ 修繕や部品の交換・詰め替えが可能なもの 
⑩ 梱包・包装が簡易なもの、又は梱包・包装材に環境に配慮した材料を使用したもの 

 
＜廃棄・リサイクル段階での環境配慮＞  
⑪ 分別廃棄やリサイクルがしやすい（単一素材、分離可能等）もの 
⑫ 回収・リサイクルシステムが確立しているもの 
⑬ 耐久性が高く、長期使用が可能なもの  

 
＜その他の環境配慮＞  
⑭ 製造・使用・廃棄等の各段階で、有害物質を使用又は排出しないもの 
⑮ 製造・使用・廃棄等の各段階で、環境への負荷が大きい物質（温室効果ガス等）の使

用、排出が少ないもの 
⑯ 製造・使用・廃棄等の各段階で、生物多様性の損失を引き起こさないもの 



【別紙２】 

個人情報に関する特記事項 

 

（定義） 

第１ 本業務において、公益財団法人東京都農林水産振興財団（以下「財団」という。）の保有す

る個人情報（以下、単に「個人情報」という。）とは、財団が貸与する原票、資料、貸与品等に

記載された個人情報及びこれらの情報から受託者が作成した個人情報並びに受託者が財団に代

わって行う本業務の過程で収集した個人情報の全てをいい、受託者独自のものと明確に区分しな

ければならない。 

 

（個人情報の保護に係る受託者の責務） 

第２ 受託者は、この契約の履行に当たって、個人情報を取り扱う場合は、「東京都個人情報の保

護に関する条例」（平成 2年東京都条例第 113号）を遵守して取り扱う責務を負い、以下の事項

を遵守し、個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報保護に必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

（再委託の禁止） 

第３ 受託者は、この契約書に基づく委託業務を第三者に委託してはならない。ただし、委託業

務全体に大きな影響を及ぼさない補助的業務についてあらかじめ財団の書面による承諾を得た

場合にはこの限りでない。 

２ 前項ただし書きに基づき財団に承諾を求める場合は、再委託の内容、そこに含まれる情報、再

委託先、個人情報管理を含めた再委託先に対する管理方法等を文書で提出しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第４ 受託者は、第３第１項ただし書きにより財団が承認した場合を除き、委託業務の内容を第三

者に漏らしてはならない。この契約終了後も同様とする。 

２ 第３第１項ただし書きにより、財団が承認した再委託先についても、同様の秘密保持に関する

責務を課し、受託者が全責任を負って管理するものとする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第５ 受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。また、

第３第１項ただし書きにより財団が承認した部分を除き、契約の履行により知り得た内容を第三

者に提供してはならない。 

 

（複写複製の禁止） 

第６ 受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、財団から引き渡された原票、資料、貸

与品等がある場合は、財団の承諾なくして複写又は複製をしてはならない。 

 

（個人情報の管理） 

第７ 受託者は、財団から提供された原票、資料、貸与品等のうち、個人情報に係るもの及び受

託者が契約履行のために作成したそれらの記録媒体については、施錠できる保管庫又は施錠入

退管理の可能な保管室に格納するなど適正に管理しなければならない。 

２ 受託者は、前項の個人情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設け

個人情報の管理状況を記録しなければならない。 

３ 受託者は、財団から要求があった場合には、前項の管理記録を財団に提出しなければならない。 

 



（受託者の安全対策と管理体制資料の提出） 

第８ 受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るとともに個人情報保護に万全を期するた

め、委託業務の実施に当たって使用する受託者の管理下の施設において、以下の事項について安

全管理上必要な措置を講じなければならない。 

 (1) 委託業務を処理する施設等の入退室管理 

 (2) 財団から提供された、原票、資料、貸与品等の使用保管管理 

 (3) 契約履行過程で発生した業務記録、成果物等（出力帳票及び磁気テープ、フロッピィ等の

磁気媒体を含む。）の作成、使用、保管管理 

 (4) その他仕様等で指定したもの。 

２ 財団は、前項の内容を確認するため、受託者に対して、個人情報の管理を含めた受託者の安全

管理体制全般に係る資料の提出を求めることができる。 

 

（財団の検査監督権） 

第９ 財団は、必要があると認める場合には、受託者の作業現場の実地調査を含めた受託者の個人

情報の管理状況に対する検査監督及び作業の実施に係る指示を行うことができる。 

２ 受託者は、財団から前項に基づく検査実施要求、作業の実施に係る指示があった場合には、そ

れらの要求、指示に従わなければならない。 

 

（資料等の返還） 

第 10 受託者は、この契約による業務を処理するため財団から引き渡された原票、資料及び貸与

品等並びに受託者が収集した個人情報に係る資料等を、委託業務完了後速やかに財団に返還し

なければならない。 

２ 前項の返還時に、個人情報に係るものについては、第７第２項に定める個人情報の管理記録を

併せて提出し報告しなければならない。 

 

（記録媒体上の情報の消去） 

第 11 受託者は、受託者の保有する記録媒体（磁気ディスク、紙等の媒体）上に保有する、委託処

理に係る一切の情報について、委託業務終了後、全て消去しなければならない。 

２ 第２第１項ただし書きにより財団が承認した再委託先がある場合には、再委託先の情報の消去

について受託者が全責任を負うとともに、その状況を前項の報告に含め財団に報告しなければな

らない。 

 

（事故発生の通知） 

第 12 受託者は、委託業務の完了前に事故が生じたときには、速やかにその状況を書面をもって財

団に通知しなければならない。 

２ 前項の事故が、個人情報の漏えい、滅失、き損等の場合には、漏えい、滅失、き損した個人情

報の項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、速やか

に財団に報告し、都の指示に従わなければならない。 

 

（財団の解除権） 

第 13 財団は、受託者の個人情報の保護に問題があると認める場合はこの契約を解除することが

できる。 

 

（疑義についての協議） 

第 14 この取扱事項の各項目若しくは仕様書で規定する個人情報の管理方法等について疑義等が

生じたとき又はこの取扱事項若しくは仕様書に定めのない事項については、両者協議の上定める。 



電子情報処理委託に係る標準特記仕様書 

 

 

委託者から電子情報処理の委託を受けた受託者は、契約書及び仕様書等に定めのない事項について、

この特記仕様書に定める事項に従って契約を履行しなければならない。 

 

 

１ サイバーセキュリティポリシーを踏まえた業務の履行 

受託者は、公益財団法人東京都農林水産振興財団（以下「財団」という。）サイバーセキュリテ

ィ基本方針及び財団サイバーセキュリティ対策基準の趣旨を踏まえ、以下の事項を遵守しなければ

ならない。 

 

２ 業務の推進体制 

(1) 受託者は、契約締結後直ちに委託業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業務に関す

る責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記仕様書を遵守し業

務を推進する旨の誓約を書面にし、委託者に提出すること。 

(2) (1)の事項に変更が生じた場合、受託者は速やかに変更内容を委託者に提出すること。 

 

３ 業務従事者への遵守事項の周知 

(1) 受託者は、この契約の履行に関する遵守事項について、委託業務の従事者全員に対し十分に

説明し周知徹底を図ること。 

(2) 受託者は、(1）の実施状況を書面にし、委託者に提出すること。 

 

４ 秘密の保持 

受託者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約終了後も同様

とする。 

 

５ 目的外使用の禁止 

受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。また、こ

の契約の履行により知り得た内容を第三者に提供してはならない。 

 

６ 複写及び複製の禁止 

受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、委託者が貸与する原票、資料、その他貸与品

等及びこれらに含まれる情報（以下「委託者からの貸与品等」という。）を、委託者の承諾なくし

て複写及び複製をしてはならない。 

 

７ 作業場所以外への持出禁止 

受託者は、委託者が指示又は承認する場合を除き、委託者からの貸与品等（複写及び複製したも

のを含む。）について、２(1)における作業場所以外へ持ち出してはならない。 

 

８ 情報の保管及び管理 

受託者は、委託業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、委託業務の実施に当たって

以下の事項を遵守しなければならない。 

(1) 全般事項 

ア  契約履行過程 
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(ｱ) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。 

ａ  委託業務を処理する施設等の入退室管理 

ｂ  委託者からの貸与品等の使用及び保管管理 

ｃ  仕様書等で指定する物件（以下「契約目的物」という。）、契約目的物の仕掛品及び契

約履行過程で発生した成果物（出力帳票及び電磁的記録物等）の作成、使用及び保管管理 

ｄ  その他、仕様書等で指定したもの 

(ｲ) 委託者から(ｱ)の内容を確認するため、委託業務の安全管理体制に係る資料の提出を求め

られた場合は直ちに提出すること。 

イ  契約履行完了時 

(ｱ) 委託者からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに委託者に返還すること。 

(ｲ) 契約目的物の作成のために、委託業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及び電磁的記

録媒体等一切の有形物）（以下「記録媒体」という。）については、契約履行完了後に記録

媒体上に含まれる当該委託業務に係る情報を全て消去すること。 

(ｳ) (ｲ)の消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去方法及び消去

日等を明示した書面で委託者に報告すること。 

(ｴ) この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告すること。また、再委託を行った場合は

再委託先における状況も同様に報告すること。 

ウ  契約解除時 

イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。 

エ  事故発生時 

契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び委託者から

の貸与品等の紛失、滅失及び毀損等の事故が生じたときには、その事故の発生場所及び発生状

況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

(2) アクセスを許可する情報に係る事項 
受託者は、アクセスを許可する情報の種類と範囲、アクセス方法について、業務着手前に委託

者から承認を得ること。 

(3) 個人情報及び機密情報の取扱いに係る事項 

委託者からの貸与品等及び契約目的物に記載された個人情報は、全て委託者の保有個人情報で

ある（以下「個人情報」という。）。また、委託者が機密を要する旨を指定して提示した情報及

び委託者からの貸与品等に含まれる情報は、全て委託者の機密情報である（以下「機密情報」と

いう。）。ただし、委託者からの貸与品等に含まれる情報のうち、既に公知の情報、委託者から

受託者に提示した後に受託者の責めによらないで公知となった情報、及び委託者と受託者による

事前の合意がある情報は、機密情報に含まれないものとする。 

個人情報及び機密情報の取扱いについて、受託者は、以下の事項を遵守しなければならない。 

ア 個人情報及び機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能

な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設

け個人情報及び機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 委託者から要求があった場合又は契約履行完了時には、イの管理記録を委託者に提出し報告

すること。 

エ 個人情報及び機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対策を講じるこ

と。 

オ (1)イ(ｲ)において、個人情報及び機密情報に係る部分については、あらかじめ消去すべき情

報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得

るとともに、委託者の立会いのもとで消去を行うこと。 

カ (1)エの事故が、個人情報及び機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合は、漏えい、
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滅失、毀損した個人情報及び機密情報の項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を

詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

キ カの事故が発生した場合、受託者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、委

託者に可能な限り情報を提供すること。 

ク (1)エの事故が発生した場合、委託者は必要に応じて受託者の名称を含む当該事故に係る必

要な事項の公表を行うことができる。 

ケ 委託業務の従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱いについて必要な教育及び研修を実

施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて委託者に提出すること。 

コ その他、東京都個人情報の保護に関する条例（平成2年東京都条例第113号）に従って、本委

託業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 

９ 委託者の施設内での作業 

(1) 受託者は、委託業務の実施に当たり、委託者の施設内で作業を行う必要がある場合には、委託

者に作業場所、什器、備品及び通信施設等の使用を要請することができる。 

(2) 委託者は、(1)の要請に対して、使用条件を付した上で、無償により貸与又は提供することが

できる。 

(3) 受託者は、委託者の施設内で作業を行う場合は、次の事項を遵守するものとする。 

ア 就業規則は、受託者の定めるものを適用すること。 

イ 受託者の発行する身分証明書を携帯し、委託者の指示があった場合はこれを提示すること。 

ウ 受託者の社名入りネームプレートを着用すること。 

エ その他、(2)の使用に関し委託者が指示すること。 

 

10 再委託の取扱い 

(1) 受託者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託を行う旨を書

面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得なければならない。 

(2) (1)の書面には、以下の事項を記載するものとする。 

ア 再委託の理由 

イ 再委託先の選定理由 

ウ 再委託先に対する業務の管理方法 

エ 再委託先の名称、代表者及び所在地 

オ 再委託する業務の内容 

カ 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び機密情報については特に明記するこ

と。） 

キ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、機密情報、記録媒体の保管及び管理体制につ

いては特に明記すること。） 

ク 再委託先がこの特記仕様書の１及び３から９までに定める事項を遵守する旨の誓約 

ケ その他、委託者が指定する事項 

(3) この特記仕様書の１及び３から９までに定める事項については、受託者と同様に、再委託先に

おいても遵守するものとし、受託者は、再委託先がこれを遵守することに関して一切の責任を負

う。 

 

11 実地調査及び指示等 

(1) 委託者は、必要があると認める場合には、受託者の作業場所の実地調査を含む受託者の作業状

況の調査及び受託者に対する委託業務の実施に係る指示を行うことができる。 

(2) 受託者は、(1)の規定に基づき、委託者から作業状況の調査の実施要求又は委託業務の実施に  

係る指示があった場合には、それらの要求又は指示に従わなければならない。 

 <令和2年10月改正> 



(3) 委託者は、(1)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとする。 

 

12 情報の保管及び管理等に対する義務違反 

(1) 受託者又は再委託先において、この特記仕様書の３から９までに定める情報の保管及び管理等

に関する義務違反又は義務を怠った場合には、委託者は、この契約を解除することができる。 

(2) (1)に規定する受託者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことによって委託者が損害を

被った場合には、委託者は受託者に損害賠償を請求することができる。委託者が請求する損害賠

償額は、委託者が実際に被った損害額とする。 

 

13 契約不適合責任 

(1) 契約目的物に、その契約の内容に適合しないものがあるときは、委託者は、受託者に対して相

当の期間を定めてその修補による履行の追完又はこれに代えて若しくは併せて損害の賠償を請

求することができる。 

(2) (1)の規定によるその契約の内容に適合しないものの修補による履行の追完又はこれに代えて

若しくは併せて行う損害賠償の請求に伴う通知は、委託者がその不適合を知った日から１年以内

に、これを行わなければならない。 

 

14 著作権等の取扱い 

この契約により作成される納入物の著作権等の取扱いは、以下に定めるところによる。 

(1) 受託者は、納入物のうち本委託業務の実施に伴い新たに作成したものについて、著作権法（昭

和45年法律第48号）第2章第3節第2款に規定する権利（以下「著作者人格権」という。）を有す

る場合においてもこれを行使しないものとする。ただし、あらかじめ委託者の承諾を得た場合は

この限りでない。 

(2) (1)の規定は、受託者の従業員、この特記仕様書の10の規定により再委託された場合の再委託

先又はそれらの従業員に著作者人格権が帰属する場合にも適用する。 

(3) (1)及び(2)の規定については、委託者が必要と判断する限りにおいて、この契約終了後も継続

する。 

(4) 受託者は、納入物に係る著作権法第2章第3節第3款に規定する権利（以下「著作権」という。）

を、委託者に無償で譲渡するものとする。ただし、納入物に使用又は包括されている著作物で受

託者がこの契約締結以前から有していたか、又は受託者が本委託業務以外の目的で作成した汎用

性のある著作物に関する著作権は、受託者に留保され、その使用権、改変権を委託者に許諾する

ものとし、委託者は、これを本委託業務の納入物の運用その他の利用のために必要な範囲で使用、

改変できるものとする。また、納入物に使用又は包括されている著作物で第三者が著作権を有す

る著作物の著作権は、当該第三者に留保され、かかる著作物に使用許諾条件が定められている場

合は、委託者はその条件の適用につき協議に応ずるものとする。 

(5) (4)は、著作権法第27条及び第28条に規定する権利の譲渡も含む。 

(6) 本委託業務の実施に伴い、特許権等の産業財産権を伴う発明等が行われた場合、取扱いは別途

協議の上定める。 

(7) 納入物に関し、第三者から著作権、特許権、その他知的財産権の侵害の申立てを受けた場合、

委託者の帰責事由による場合を除き、受託者の責任と費用をもって処理するものとする。 

 

15 運搬責任 

この契約に係る委託者からの貸与品等及び契約目的物の運搬は、別に定めるものを除くほか受託

者の責任で行うものとし、その経費は受託者の負担とする。 

 <令和2年10月改正> 


	SNS分析仕様書一式（修正）.pdf
	01別紙１R5SNS分析委託仕様書v05（修正）補足資料記載なし
	01-1仕様書別紙１東京都グリーン購入推進方針_R5.4.1
	01-2仕様書別紙２個人情報に関する特記事項 
	01-3仕様書別紙３電子情報処理委託に係る標準特記仕様書_R02.10以降版（修正） (1)


